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Abstract:　�クラスサイズ縮小が学力に与える影響を検証した先行研究は数多く存在するが、一貫した合意は形
成されていない。本稿では TIMSS の 2011 年におけるデータを用いてクラスサイズの予測値を用
いた操作変数推定を行い、「生徒の学校生活における満足度」に対するクラスサイズ縮小の効果を明
らかにした。推定の結果、学校生活に対する安心や帰属感に対して統計的に有意な効果が認められ
た一方、学校生活におけるいじめに関連する変数に有意な効果は認められなかった。この結果は、先
行研究においていじめ被害に対するクラスサイズ縮小効果が認められないことと整合的であり、学
力向上を意図した教育生産関数のインプットとは異なる側面がクラスサイズ縮小政策にあることを
示唆している。

	 	 �Although numerous previous studies examine the effects of class size reduction on academic achievement, no 
consistent consensus has emerged. In this paper, we conduct an instrumental variable estimation using TIMSS 
data for 2011 with predicted class sizes to clarify the effect of class size reduction on students’ satisfaction in 
school. Our results show statistically significant effects on students’ sense of security and belonging in school. 
In contrast, few significant effects are found on variables related to bullying in school. This result is consistent 
with the lack of class size reduction effects on bullying in previous studies. It suggests that there are other 
aspects of class size reduction policies that are different from the inputs to the educational production function 
intended to improve academic achievement.

Keywords:	� クラスサイズ縮小、 学校生活における満足度、操作変数法、教育生産関数
�class-size reduction, students’ satisfaction of the school life, instrumental variable approach, education 
production function

1. イントロダクション
本稿は、クラスサイズ(1学級当たりの生徒数)の縮小が「生
徒の学校生活における満足度」(以下、学校満足度)に与え
る影響を、TIMSS (国際数学・理科教育動向調査)のデー
タを用いて分析したものである。
　伝統的な教育生産関数 1)の枠組みにおいて、クラスサイ
ズは学校資源のインプットとみなされる(Hanushek, 2003)。
つまり、クラスサイズ縮小は追加的な教員の投入を伴うた
め教育の質の向上につながり、アウトプットである学力の

向上に寄与すると考えられてきた。海外、日本ともに先行
研究は多く存在するものの、学力向上におけるクラスサイ
ズ縮小の効果は認められない、あるいは効果の大きさは限
定的であると報告する研究が多い。こうした背景から、ク
ラスサイズをはじめとした学校資源インプットにアプロー
チする教育政策には批判的な研究もあり、現在も論争があ
る(Hanushek and Woessmann, 2017)。
　本稿が学力ではなく学校満足度を分析対象としているの
は、次のような背景からである。比較的近年の研究では非
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認知能力・教員のメンタルヘルス・感染症対策・いじめや
不登校といった、学力以外のアウトカムに対するクラスサ
イズ縮小効果の検証が進められている(二木, 2013; Hojo, 
2021; Oikawa et al., 2022; 中室, 2017)。生徒や教員といっ
た学校組織の構成員が安心して学校生活を送るための環境
整備においてクラスサイズ縮小が寄与するのであれば、学
力など生徒の人的資本蓄積に対するインプットという伝統
的な見方とは異なる政策的な意義を見出すことができる。
本稿のねらいは、クラスサイズ縮小が生徒の学校満足度に
つながるかを分析することにより、新たな政策的な意義を
見出すことにある。
　ただし、クラスサイズ縮小の効果を推定する上では、ク
ラスサイズのもつ内生性に対処しなければならない。例え
ば、問題のある生徒を規模の小さな学級に配置したり、経
験豊かな教員を問題のある生徒が所属する学級に割り当て
たりするなど、学級編成が無作為な割り当てでないことが
考えられる。そのような内生的な選択(selection)が生じて
いる場合、クラスサイズが外生的であると仮定して回帰分
析を行うと係数の推定値にバイアスが生じうる。
　本稿では、クラスサイズ縮小効果を識別するため、
Angrist and Lavy (1999)にならい学年規模から予測される
推定クラスサイズを操作変数に用いた2段階最小2乗推定
(2SLS)を行った。2SLSの推定結果から、クラスサイズ縮
小は「生徒の学校生活における安心や帰属感」につながる
変数に統計的に有意な正の効果をもつものの、「生徒間で
のいじめ」につながる変数については統計的に有意な効果
が認められないことが明らかになった。本稿の分析結果は、
先行研究においていじめ等に対するクラスサイズ縮小効果
が認められなかったことと整合的であり、生徒の学校生活
に対する主観的な満足度を改善することを示唆している。
　以下、本稿の構成は次の通りである。第2章ではクラス
サイズ縮小が与える効果に関する先行研究を体系的にまと
める。第3章では使用データの詳細を明らかにし、記述統
計分析の結果を簡単に示す。第4章では本稿における推定
戦略を提示し、第5章ではその推定結果を報告する。最後
に第6章では最終的なディスカッション・結論を提示し、
本稿の研究上の限界や今後の研究の展望をまとめる。

2. 先行研究
クラスサイズ縮小の効果を検証した研究は数多く存在す
る。国外における研究蓄積は豊富であり、日本においても
クラスサイズ縮小に関する研究は一定数存在する。しかし
多くの場合、研究の対象は学力(認知能力)に与える影響で
あった。本章では、クラスサイズ縮小の効果を検証した国
外・国内の先行研究を概観し、学力以外への検証を行った

比較的近年の研究動向にも触れる。

2.1 国外の先行研究
国外の先行研究は、様々な方法論により内生性を克服し、
クラスサイズが学力や非認知能力に与える因果的な効果の
推定を試みている。大まかには、STARプロジェクトに代
表されるランダム化比較実験、Angrist and Lavy (1999)に
代表される操作変数推定アプローチ、単学級標本やコホー
ト規模の変動に起因するクラスサイズの変動などその他の
自然実験的なアプローチの3つに分けることができる。
　ランダム化比較実験を行ったものとしては、STARプロ
ジェクトのデータを用いた研究が挙げられる。STARプロ
ジェクトは、クラスサイズ縮小の効果を検証するための大
規模な社会実験であり、米国のテネシー州において1980
年代に実施された。Krueger (1999)は、実験開始時、つま
り初年度においてクラスサイズ縮小が学力に対して正の効
果をもつことを明らかにした。また、Chetty et al. (2011)

はSTARプロジェクトの実験データを用いた分析を行い、
27歳時点における賃金・大学進学率・持ち家率といった
非認知能力に関わる指標に対し、クラスサイズ縮小が統計
的に有意な影響をもつことを示している。
　しかし、STARプロジェクトに関する研究結果に対しては
批判的なレビューも存在する。Hanushek (1999)はSTARプ
ロジェクトの実験デザインに対して批判的なレビューを展開
した。具体的には、外的妥当性の問題や、幼稚園や小学校1
年生でしか効果が確認されていない点、貧困層への効果の
異質性が確認され公平な政策でない点を指摘している。
　また、STARプロジェクト以外にも、Bettinger et al.(2017)

はランダム化比較試験を実施し、オンライン教育においては
クラスサイズの拡大は、科目(コース)の継続率などの教育達
成に影響を及ぼさないことを明らかにしている。
　Angrist and Lavy (1999)は、クラスサイズがもつ内生性
を克服した上で推定する準実験的(quasi-experimental)な
方法を提案した。彼らは、クラスサイズの上限である40
人を少し超えた場合、学級を2つに分けるという規定(マ
イモニデス・ルールと呼ばれる)によって生じる外生的な
クラスサイズの決定を利用した操作変数推定を行い、クラ
スサイズ縮小が学力に与える因果的効果を推定した。その
結果、小学校5年生の算数の成績とクラスサイズとの間に
有意な負の関係があることを明らかにした。その後、彼ら
の準実験的な手法にならった研究が登場している。例えば、
Fredriksson et al. (2013)は、Angrist and Lavy (1999) と
同様の推定を行い、小学校4年生から6年生の児童に対し、
数学・国語の認知能力や自尊感情(self-confidence)などの
非認知能力の指標において統計的に有意な効果を報告して
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いる。ただし、Angrist et al. (2019)において、筆者であ
るAngrist自身がAngrist and Lavy (1999)で報告した学力
への効果に対して、今日においてもクラスサイズと学力の
間に有意な関係が認められるかについて否定的な見解を示
していることには留意が必要である。
　こうした準実験的な推定戦略の他に、自然実験的な状況
を利用しクラスサイズの内生性の克服を試みた研究もいく
つか存在する。Hoxby (2000)はコホートの人口変動に起
因するクラスサイズの変動を利用し内生性に対処した。分
析の結果、クラスサイズ縮小は学力には影響を及ぼさない
ことを明らかにし、STARプロジェクトで得られた実験
データに基づく従来の研究結果(Krueger, 1999など)はホー
ソン効果によるものである可能性を指摘した 2)。また、ク
ラス編成による変動が生じない単学級サンプルを用いた研
究も存在する。Urquiola (2006)はボリビアの地方の学校
の単学級サンプルを用いた推定を実行し、クラスサイズ縮
小が学力に有意な正の影響を与えることを報告している。
　以上より、海外の先行研究ではクラスサイズ縮小に対し
て様々な方法で内生性を克服しつつ検証が進められてきた
が、生徒の学力向上に寄与するかどうかは見解が一致して
いない。

2.2 国内 (日本) の先行研究
日本においても、クラスサイズ縮小の効果を検証した論文
が一定数存在するが、それぞれの研究が報告するクラスサ
イズ縮小結果はまちまちであり、議論が分かれている。
　学力に対するクラスサイズ縮小の効果については、研究
により結論が異なっている。赤林・中村(2011)は、横浜市
学習状況調査と全国学力・学習状況調査(以下、全国学調)

のデータを用い、Angrist and Lavy (1999)にならった推定
を行った。その結果、小学校6年生の国語の成績を除き、
クラスサイズ縮小が学力に与える統計的に有意な効果は全
体的に認められなかった。一方、妹尾・北條(2016)は、全
国学調のデータを用いた推定により、クラスサイズ縮小は
学力を向上させること、社会経済的地位(以下、SES)が低
い生徒が通う学校において効果が大きいことを示した。
　非認知能力に対するクラスサイズ縮小の効果を検証した
日本の論文もいくつか存在するが、学力と同様、分析結果
に一貫性は認められない。伊藤ら(2017)は中部地方の某都
市における小学校4年生から中学校3年生のデータを用い
て、学級や学校の階層性を考慮した推定を行った。その結
果、国語・数学の成績に加え、一部の非認知能力に対して
有意な結果を報告している。一方、Ito et al. (2020)は、匿
名都道府県における学力調査の個票データを用い、学力・
非認知能力に対するクラスサイズ縮小の効果を推定した。

その結果、学力・非認知能力ともにクラスサイズ縮小の効
果は認められなかった 。Ito et al. (2020)については、学
校固定効果(観察不可能な学校特有の要因)をコントロー
ルしてもなお、学力・非認知能力に効果が認められなかっ
た点が重要である。
　また、本稿の分析で用いるTIMSSのデータを用いてク
ラスサイズ縮小の効果検証を試みた研究もある。二木
(2013)は、TIMSSの2003 年におけるデータを用い、学力 
(数学・理科のスコア)・非認知能力への効果を Angrist 
and Lavy (1999)と同様の方法により分析した。その結果、
数学・理科ともに学力に対するクラスサイズ縮小の効果は
確認されなかった。非認知能力についても、一部の指標を
除き、有意な結果は認められなかった。Hojo (2013)は、
二木(2013)と同じTIMSSの2003年におけるデータを用い、
数学・理科どちらにおいてもクラスサイズ縮小の効果に有
意差が認められたものの、その大きさはわずかであると報
告した。 
　学力や非認知能力に対するクラスサイズ縮小の効果を論
じた国内の研究が一定数あるなか、いじめ・暴力・不登校
に対する効果を検証したものの1つに中室(2017)がある。中
室(2017)は、小学校において不登校を減少させる効果があ
ること、また加配教員の配置にも効果があることを報告した。

2.3 近年の研究動向
2010年代以降の比較的近年における研究では、学力以外
の様々なアウトカムに対するクラスサイズ縮小効果を検証
している。具体的には、学力では測定できない生徒の人的
資本として非認知能力への効果を調べたもの(Chetty et 
al., 2011; Fredriksson et al., 2013; 二木, 2013; 伊藤ら, 
2017; Ito et al., 2020)、教員のメンタルヘルスへの影響を
調べたもの(Hojo, 2021) 3)、クラスサイズ縮小の感染拡大
防止効果を調べたもの(Oikawa et al., 2022)、いじめなど
学校生活に対する効果を調べたもの(中室, 2017; 北條,  
2023)などがある。
　2000年代以前の研究が教育生産関数のインプットとし
ての学力向上効果を検証したもののロバストな効果が観察
されなかったのに対して、これらの研究群はクラスサイズ
縮小に異なる効果を見出すことを試みている。特に中室
(2017)や北條(2023)のように生徒の学校生活面に焦点を当
てた文献は本稿の主旨と関連が深い。中室(2017)では、小
中学校におけるいじめに対するクラスサイズ縮小の効果は
認められていない。また、北條(2023)での分析においても、
いじめ被害につながる変数に対してロバストな効果は見ら
れていない。本稿の分析も学校生活への影響を考察するも
のであるが、いじめに関するアウトカムだけではなく、学
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校生活が好きか・学校生活への安心感・学校への帰属感と
いった、生徒自身の学校生活に対する主観的な評価項目へ
の効果も検証する点に新たな貢献がある。

3. データ
3.1 使用データの説明
本稿の分析では、TIMSS (国際数学・理科教育動向調査)

の2011年における中学校2年生(8th Grade)の生徒データ
を用いて分析する。TIMSSは、IEA (国際教育到達度評価
学会)が4年ごとに実施している学力調査である。初等中
等教育段階(小学校4年生・中学校2年生)における児童生
徒の算数・数学および理科の教育到達度を国際的な尺度に
よって測定し、児童・生徒の学習環境条件等の諸要因との
関係を分析することを目的としている。
　本稿の分析でTIMSSの2011年調査における中学校2年
生のデータを用いるのは次の理由からである。第1に、日
本の公立学校におけるクラスサイズの上限を定めている

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に
関する法律」(以下、義務標準法)により2011年の小学校1
年生から順次35人学級が実施されており、それが分析結
果に影響することを避けるためである。
　第2に、TIMSSのデータを用いた先行研究(二木, 2013; 
Hojo, 2013; 北條, 2023)が中学校2年生のデータを用いた
結果を報告しているため、本稿の結果と可能な限り解釈を
比較できるようにするためである。

3.2 生徒の学校生活の満足度
本稿の分析で用いる学校満足度は、TIMSSの生徒質問紙
に基づき次のようにラベリングしている。なお、各項目に
対して、本稿では「　」で囲んだラベリングを使用する。
TIMSSでは「あなたは学校についてどう思いますか。」と
いう質問に対する小項目として次の3つを尋ねている。な
お、回答の選択肢は1：強くそう思う、2：そう思う、3：
そう思わない、4：まったくそう思わない、の4つである。
・学校にいるのが好きだ：「学校にいるのが好き」
・�私は学校にいるとき、安全だと感じる：「学校生活への

安心」
・�私はこの学校の一員であるような感じがする：「学校へ

の帰属感」
　また、「この学年になって、あなたの学校の他の生徒に、
次のようなことをされたことがどのくらいありましたか。」
という質問において、小項目として、次の6つを尋ねてい
る。回答の選択肢は以下の行為に遭った頻度を1：少なく
とも週1回、2：月に1回か2回、3：年に2回か3回くらい、
4：1回もない、の4つの選択肢で尋ねている。

・からかわれたり悪口を言われた：「からかい」
・ゲームや遊びで仲間はずれにされた：「仲間はずれ」
・誰かが私の嘘を広めた：「うわさ」
・ものを盗まれた：「ものを盗まれる」
・�他の生徒に殴られたり傷つけられた(例：突き飛ばす、

殴る、蹴る)：「暴力」
・他の生徒にやりたくないことをさせられた：「強制」

表 1 記述統計量

注)�N はサンプルサイズを示す。一部の変数は解釈のため値を逆
転させている。

24-2_160_17_研究論文_杉田原稿.indd   16324-2_160_17_研究論文_杉田原稿.indd   163 2025/03/04   18:55:582025/03/04   18:55:58



自由論題

164

3.3 記述統計量
本稿の分析で用いたサンプルの記述統計量を表1に示す。
生徒個人の属性や家庭のSESに関する変数は、0または1
のダミー変数に変換している。生徒の学校生活における満
足度は、1 〜 4の整数値をとる変数であり、値が大きいほ
ど満足度が高くなるように変換している。

4. 推定戦略
4.1 基本となる回帰モデル
クラスサイズが学校満足度に与える効果を分析するため、
次のような回帰モデルを考える。　

Yics = β0 + β1CSizecs + β2Enrolls + αTXics + uics　　(1)

　添字の iは生徒個人、cは学級、sは学校を表す。被説明
変数Yは生徒の学校満足度である。具体的な学校満足度指
標は第3章で述べた通りである。CSize はクラスサイズ、
Enrollは学年規模(学年全体の生徒数)である。Xは質問紙調
査から得られる生徒・教員・学校に関するコントロール変
数ベクトルであり、αはコントロール変数のパラメータベ
クトルである。なおXに含まれるコントロール変数は、本
稿と同じTIMSSのデータを用いた二木(2013)やHojo (2013)

を参考にした。具体的には、学年規模の2乗、学校規模、
生徒の生まれ月ダミー、女子ダミー、家庭の蔵書数ダミー、
PC (パソコン)所持ダミー、勉強机所持ダミーである。
　本稿では、回帰モデル(1)におけるβ1 が関心のあるパラ
メータとなる。クラスサイズ縮小により生徒の学校生活に
おける満足度が向上するという仮説のもとでは、期待され
るβ1 の符号は負であると予測される。しかし、第1章で述
べた通り、クラスサイズの内生性により β^1 にはバイアス
が生じる可能性があり、β1 の推定値を生徒の学校生活にお
ける満足度に与える因果的効果であると直ちに解釈するこ
とは困難である。上記のモデル(1)においてβ1 を因果的効
果と解釈するためには、クラスサイズは外生的に決まると
いう強い仮定に基づかなければならない。
　内生性の問題を克服し、クラスサイズ縮小が生徒の学校
生活における満足度に与える因果的効果を明らかにするた
め、本稿では次節で述べるように、Angrist and Lavy (1999) 
にならった推定戦略を採用する。

4.2 推定クラスサイズによる操作変数推定
Angrist and Lavy (1999)は、マイモニデス・ルールを自然
実験として利用しクラスサイズ縮小効果を推定した。つま
り、学級人数の上限が40人のもとでは、学年人数が40の
倍数を超えた時にクラスサイズに不連続な変化が生じる。

したがってこのようなクラスサイズの不連続な変動は、学
年人数Enrollの予測できない変動に依存するため、40の倍
数の近傍においてはクラスサイズが外生的に決まるとみな
すことができる。Angrist and Lavy (1999)は、このような
変動を利用するため、次の計算式によって学年規模から推
定されるクラスサイズ(以下、推定クラスサイズ)を算出した。

┌  　　　　┐
│  　　　　│
│  　　　　│
└  　　　　┘

PSizecs =
Enrolls (2)

Enrolls－1
40

int + 1

　PSizeは推定クラスサイズ、int [・]は与えられた実数値
に対してその小数点以下を切り捨てた整数値を返す関数で
ある。学年規模に基づくクラスサイズの予測値である 
PSizeは、実際のクラスサイズと正の相関関係を持つこと
が考えられる。Angrist and Lavy (1999)は推定クラスサイ
ズを操作変数とした2段階最小2乗法(2SLS)による識別
戦略が妥当であることを示し、クラスサイズ縮小の因果的
効果を明らかにしている。本稿では同様のデザインを採用
し、次の推定式を2SLSによって推定する。

CSizecs = θ0 + θ1 PSizecs + θ2 Enrolls + πTXics + εcs　　(3)

Yics = δ0 + δ1 CSizecs + δ2 Enrolls + γTXics + ωics　　(4)̂

　式(3)が 2SLS における1段階目の推定式、式(4)が2段
階目の推定式となる。式(4)における ĈSizecs は、(3)式の推
定によって得られたパラメータの推定値から計算されるク
ラスサイズの予測値である。式(3)と式(4)においてPSize

は義務標準法で定められたクラスサイズの上限(40人)に
依存するため、理論上 ĈSizecsは誤差項ωとは相関しない(外
生的である)と考えられる。
　また、第5章において詳述するが、CSizeとPSizeは正の
相関関係にあり、Weak IVの問題が生じているとは考えに
くい。図は、推定クラスサイズ(実線)と実際のクラスサイ
ズ(点)をプロットしたグラフであるが、両者は連動してお
り正の相関関係にあると考えられる。
　以上の推定戦略に従い、本稿では式(3)ならびに式(4)に
基づく2SLS推定を行った。以下の章ではそれらの推定結
果、ならびに追加的な分析による検討もあわせて提示する。
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5. 推定結果
5.1 2SLSの推定結果
第4章で述べたとおり、本稿では推定クラスサイズを操作
変数とした2SLS推定を実行した。主要な推定結果を示す
前に、2SLSにおける1段階目の推定結果を示し、操作変
数としての妥当性を確認した。表2に、1段階目の推定結
果を示してある。内生変数と考えられるクラスサイズと操
作変数である推定クラスサイズは正の相関を示しており、
推定クラスサイズの係数の推定値は有意水準 1 %で有意で
あった。クラスサイズに対するF値は2409.9と、10を超
えているためF値によるWeak IVの判断基準を満たして
いる(Stock et al., 2002)。このことから、Weak IVの問題
は生じていないと判断した。
　表 3に、生徒に関する属性をコントロールしない場合の
2SLSの結果を示す4)。なお、表3に示す推定結果は、4件
法で得られたアウトカムを(一部変数は反転し)そのまま1
から4の整数値として用いて回帰分析を行った結果を示し
たものである。列(1)、(2)、(3)におけるクラスサイズ縮小
効果の推定値は統計的に有意で符号は負である。クラスサ
イズが10人縮小した場合、列(1)「学校にいるのが好き」
に対する効果の大きさは約0.21SD (標準偏差)、列(2)「学
校生活への安心」では約0.20SD、列(3)「学校への帰属感」
では約0.13SDであると解釈される。
　一方、列(4)から列(9)においては、おおむね推定値の符
号は負であるものの、列(7)「ものを盗まれる」に対する

推定値を除き統計的に有意なクラスサイズ縮小効果は観察
されなかった。列(7)の結果は、クラスサイズ10人の縮小
に対して約0.20SDの効果量に相当する。
　続いて、生徒の属性に関するコントロール変数を回帰モ
デルに含めて2SLSを行った結果を表4に示す。表4に示
す推定結果は、4件法で得られたアウトカムを(一部変数
は反転し)そのまま1から4の整数値として用いて回帰分析
を行った結果を示したものである。生徒のコントロール変
数を含めない場合の結果と同様に、列(1)、(2)、(3)におけ
るクラスサイズ縮小効果の推定値は統計的に有意で符号は
負であり、推定値はほぼ変わらない。クラスサイズが10
人縮小した場合、列(1)「学校にいるのが好き」に対する
効果の大きさは約0.20SD (標準偏差)、列(2)「学校生活へ
の安心」では約0.19SD、列(3)「学校への帰属感」では約
0.13SDであると解釈される。
　列(4)から列(9)においても、生徒の属性をコントロール
しない場合と同様、統計的に有意な効果が観察されない傾
向が推定結果から読み取れる。
　生徒の属性をコントロールした上でも、クラスサイズ縮
小が生徒が自身の学校生活に対して主観的に感じる満足度
に与える効果は観察されており、ロバストな推定結果であ
ると考えられる。

図 学年規模とクラスサイズの関係
注)�縦軸はクラスサイズ、横軸は学年規模。実線のグラフがマイ

モニデス・ルールで予測されるクラスサイズの値を、各点が
実際のサンプルを示している。

表 2 1段階目の推定結果

注)�推定値について、** は 1 %、* は 5 %、＋は 10 % で統計的に
有意であることを示す。(　) 内には不均一分散に頑健な標準誤
差を示している。この表における推定結果は第 3 章ならびに
第 4 章で示したコントロール変数を制御したものである。
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5.2 ロバストネスチェック
本節では、5.1節で得られた結果がロバストなものである
かを、追加的な特定化による分析を試みることにより検証
する。
　5.1節における推定結果は、4件法で得られたアウトカ
ムを(一部変数は反転し)そのまま1から4の整数値として
用いて回帰分析を行った結果を示したものである。4件法
で得られたアウトカムをそのまま扱うのではなく、ダミー
変数に変換した上で推定した結果を示す。
　各アウトカムは、3または4(相対的に満足度が高い)と答
えた場合に1を、1または2(相対的に満足度が低い)と答え
た場合に0をとるように変換した。つまり、アウトカムが
2値のダミー変数であるため回帰モデルは線形確率モデル
となり、回帰係数の解釈はクラスサイズ1人の変動に対し
て、相対的に満足度が高い選択肢を選ぶ確率の変化と解釈

される。
　推定結果は表5に示してある。なお、ここでの推定結果
は生徒の属性に関するコントロール変数を制御したもので
ある。推定結果全体をまとめると、学校生活への安心や帰
属感に関する変数には統計的有意なクラスサイズ縮小効果
が認められる一方、いじめに関連する変数には統計的有意
な効果は観察されなかった。クラスサイズ10人の縮小に
対して、列(1)「学校にいるのが好き」に対して相対的に
満足度が高い選択肢を選ぶ確率は7 %上昇すると解釈され
る。同様に、列(2)「学校生活への安心」に対しては6 %
の上昇、列(3)「学校への帰属感」に対しては4 %の上昇
が生じると解釈される。以上の結果から、5.1節の分析結
果は、アウトカムをダミー変数にした本節の分析において
もロバストに確認される。

表 3 2SLSの推定結果 (コントロール変数なし)

注)�推定値について、** は 1 %、* は 5 %、＋は 10 % で統計的に有意であることを示す。(　) 内には不均一分散に頑健な標準誤差を示
している。各列の学校満足度のアウトカムは次の通り。(1) 学校にいるのが好き (2) 学校生活への安心 (3) 学校への帰属感 (4) からか
い (5) 仲間はずれ (6) うわさ (7) ものを盗まれる (8) 暴力 (9) 強制

表 4 2SLSの推定結果 (コントロール変数含む)

注)�推定値について、** は 1 %、* は 5 %、＋は 10 % で統計的に有意であることを示す。(　) 内には不均一分散に頑健な標準誤差を示
している。この表における推定結果は第 3 章ならびに第 4 章で示したコントロール変数を制御したものである。各列の学校満足度
のアウトカムは表 3 と同じ。
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　加えて、本節では生徒個人や、生徒に関連する学校・地
域の特性をコントロールした推定、ならびに教員の質や属
性をコントロールした推定を行い、頑健性を確かめる。表
6は生徒・学校・地域の特性をコントロール変数に含めた
ときの2SLSの推定結果である。具体的には、学校所在地
における人口、各学校における経済的困難な家庭に属する
子どもの割合、母親および父親の学歴(大卒ダミー)を制御
している。列(1)、(2)、(3)を見ると、推定値の絶対値の大
きさがわずかに小さくなっているものの、おおむね表3や
表4と同様に学校生活への安心・帰属感などの満足度に統

計的有意な結果が認められる。
　表7は教員の質や教員の属性をコントロール変数に含め
たときの2SLSの推定結果である。具体的には、教員の経
験年数、性別、職務満足度をコントロールしている5)。表3
や表4と推定結果を比べると、列(3)の学校への帰属感の統
計的有意性が消失するが、列(1)、(2)についてはおおむね
推定結果が変わらない。結果より、学校への帰属感は、ク
ラスサイズ縮小よりも教員の経験豊富さや教育への熱心さ
などによって説明される可能性があることが示唆された。

表 5 アウトカムをダミー変数とした推定結果 (2SLS, コントロール変数含む)

注)�推定値について、** は 1 %、* は 5 %、＋は 10 % で統計的に有意であることを示す。(　) 内には不均一分散に頑健な標準誤差を示
している。この表における推定結果は第 3 章ならびに第 4 章で示したコントロール変数を制御したものである。各列の学校満足度
のアウトカムは表 3 と同じ。

表 6 生徒・学校・地域の特性を追加したモデルの推定結果 (2SLS)

注)�推定値について、** は 1 %、* は 5 %、＋は 10 % で統計的に有意であることを示す。(　) 内には不均一分散に頑健な標準誤差を示
している。この表における推定結果は表 3, 4, 5 のコントロール変数に加え、各学校における経済的困難な家庭に属する子どもの割合、
学校所在地の人口、両親の学歴を制御したものである。各列の学校満足度のアウトカムは表 3 と同じ。
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6. ディスカッション・結論
本稿では、TIMSSの2011年調査における中学校2年生の
データを用いて、クラスサイズ縮小が生徒の学校生活にお
ける満足度に与える効果を検証した。2SLSによる分析結
果より、学校満足度のうち、いじめにつながるような他の
生徒からの被害を表す変数には統計的に有意な効果が認め
られなかった。一方で、学校で生活することに対する主観
的な満足度(学校にいるのが好き・学校生活への安心・学
校への帰属感)には統計的に有意なクラスサイズ縮小の影
響が存在すると考えられる。
　以上の分析結果は、先行研究における解釈とも整合的で
ある。北條(2023)はいじめ被害に対する効果について
TIMSSのデータを用いて独自の分析を行い、いじめ被害
に対するクラスサイズ縮小の効果は限定的であると報告し
ている。いじめ・暴力・不登校に対するクラスサイズ縮小
効果を検証した中室(2017)においても、小中学校のいずれ
のデータにおいてもいじめへの効果は認められていない。
いじめに関連する変数に対して統計的に有意な効果が認め
られなかった本稿の結果は、北條(2023)の解釈や中室(2017)

の結果と整合的である上、さらに学校生活への安心や帰属
感といった生徒の主観的な評価にはポジティブな影響を与
えることを示した点で新規性がある。これらの議論から、
クラスサイズ縮小による少人数学級政策は、子どもの学校
生活における主観的な満足度を改善させる可能性が示唆さ
れる。
　ただし、6.1節以降で述べるように、本稿には研究上の
限界がいくつか存在する。以下本章では、本稿における研
究上の限界ならびに留意点を4点挙げる。

6.1 推定結果の解釈における留意点
いじめ被害に対するクラスサイズ縮小の効果が統計的に有
意でないという結果については、慎重に解釈すべきである。
中室(2017)は、いじめが単年度で生じる単発の問題ではな
く、複数年度にまたがる継続的な問題である点を指摘して
いる。中室(2017)も本稿もクロスセクションデータ(1時点)

に基づく分析を行っているが、いじめへの効果は1時点の
データでは捕捉できず、長い期間のパネルデータを用いた
分析などにより分析する必要があると考えられる。この点
は本稿における限界の1つである。
　また、いじめに関連する変数について、本稿の分析に用
いたサンプルの分布が偏っており、十分な変動が生じてい
ない可能性も考えられる。表1より、いじめに関連する変
数(1 〜 4の整数値をとる)は、学校生活の主観的な満足度
の3つの変数に比べて平均値が相対的に高く、かつ4に近
い値を取っており、多くの生徒がいじめや暴力などの被害
を全く受けていない(＝4)と回答していることが考えられ
る。この点も本研究のデータ上の限界である。

6.2 クラスサイズ縮小効果のメカニズム
クラスサイズ縮小効果に関する研究は実証研究がほとんど
であり、効果のメカニズムを説明した理論研究は限られて
いる。Lazear (2001)は、数少ない理論研究であり、学級
全体における教育生産を問題行動を起こす生徒(ピア)との
関係性によって理論的に説明した論文である。Lazear 
(2001)では、問題行動を起こす生徒が授業を妨害すること
による教育生産の低下は、クラスサイズの縮小によって軽
減されることを理論的に示した。Lazear (2001)以降、生
徒同士のピア効果を検証した実証研究が多く登場し、問題

表 7 教員の質や属性をモデルに加えた場合の推定結果 (2SLS)

注)�推定値について、** は 1 %、* は 5 %、＋は 10 % で統計的に有意であることを示す。(　) 内には不均一分散に頑健な標準誤差を示
している。この表における推定結果は表 6 のコントロール変数に加え、教員の経験年数、性別、職務満足度を制御したものである。
各列の学校満足度のアウトカムは表 3 と同じ。
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行動を引き起こす生徒が他の生徒の学力等に与える負の影
響を示した研究がある(Imberman et al., 2012; Lavy and 
Schlosser, 2011)。クラスサイズ縮小が生徒の「学校生活
への安心」や「学校にいるのが好き」という指標へ与える
正の影響は、クラスサイズ縮小によって問題のある生徒に
よる教育生産活動への負の影響が少なくなることを反映し
たものであることが推察される。

6.3 主観的な満足度指標を用いることの妥当性
生徒の学校生活における満足度に対する効果を推定するに
あたっては、主観的な指標を使用せざるを得ない。この点
は本研究における最大の限界である。学校満足度へのクラ
スサイズ縮小の効果を調べた先行研究はほとんど存在しな
いため、少なくとも本稿の結果のみに基づいて学校満足度
へのクラスサイズ縮小効果を積極的に主張すべきでないと
筆者は考える。
　クラスサイズ縮小効果を調べた経済学の先行研究には、
本稿と同様に学力以外の指標への効果(非認知能力や向社
会的特性など)を調べたものがある(Dee and West 2011; 
Fredriksson et al., 2013; 二木, 2013など)。それらの研究
でも、心理学的に構成された尺度でない質問紙調査の生徒
回答を用いているなど、本稿と同様にデータ上の制約に直
面しているケースがある。例えば、本稿と同じくTIMSS
のデータを用いた二木(2013)は、本研究で用いた「学校に
いるのが好き」という主観的な項目から分析に用いる指標
を独自に構成し、頑健な結果を報告している。
　加えて、主観的な満足度・幸福度の順序尺度を科学的な
定量分析に用いることそのものについては、Kaiser and 
Oswald (2022)が正当化している。Kaiser and Oswald (2022)

は、幸福度や満足度などの人間の感情を測定する主観的な
順序尺度は、客観的な社会経済的変数よりもその後の個人
の行動に対する説明力が高いことを、大規模なデータを用
いて示した。したがって、先行研究で用いられた指標も、
今回用いた主観的アウトカムも測定対象である満足度を部
分的には予測するものと考えられる。

6.4 データ上の制約による技術的課題
さらに、TIMSSの調査データはクロスセクションデータ
であり、観察不可能で時間を通じて一定な個人の異質性(個
人固定効果)を制御したパネルデータ分析を行うことがで
きない。また、原則1つの学校につき1学級を抽出するため、
学校固定効果を制御することもできない。ただし、この点
については大規模な学力調査のパネルデータを用いて学校
固定効果をコントロールしたIto et al. (2020)において、
学力や非認知能力への効果が見られなかったことを考慮す

ると、本稿の結果を大幅に覆すものではないと考えられる。
今後、近年の先行研究や本稿と同様の問題意識に沿って、
日本において子どもに関するパネルデータを用いて、クラ
スサイズ縮小がどのようなアウトカムを改善させるかにつ
いてさらに検討されるべきである。
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注
1)	 教育生産関数とは、経済学における生産関数の枠組みを教育

に応用し、学校や家庭のインプットと、生徒の学力などのア
ウトプットとの関係を定式化したものである。コールマン・レ
ポート(Coleman et al., 1966)が公表されて以来、学校資源の
インプットの効果については今なお論争がある。

2)	 観察されているという事実だけで、対象者の行動に変化が起
こることをホーソン効果と呼ぶ。

3)	 厳密には、Hojo (2021)はクラスサイズではなく学校単位の生
徒と教員の人数比(ST比)が与える影響を調べている。

4)	 推定結果の列は筆者が恣意的に並べたものではなく、解釈に
都合が良いように各回帰モデルの順を入れ替えるなどは行っ
ていない。第3章で紹介した質問紙の内容の通り、同じ質問に
含まれる小項目を左から並べている。

5)	 教員の職務満足度は、「私は自分の仕事に熱中している」など、
教員の職務に対する満足度や熱意などに関する6つの質問項目
(それぞれ4件法)の平均値を取ったものである。TIMSS2011
の BTBG11A、BTBG11B、BTBG11C、BTBG11D、
BTBG11E、BTBG11Fを使用した。
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